予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農地費　目：農地事業諸費
	事業名: 棚田地域水と土保全基金事業費

　　　 棚田地域水と土保全活動推進補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　農政部　農村振興課　農村企画係　電話番号：058-272-1111（内3173）

　　　　　　　E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,200千円（前年度予算額：6,200千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　農山村に広く分布する棚田地域等は、食料の安定供給だけでなく、農業生産活動を通じて、県土の環境保全や伝統・文化の継承等の多面的機能を有しており、中山間地域の農業・農山村の振興において重要な役割を果たしている。また、近年、都市農村交流が活性化する中で、棚田オーナー制度やボランティアの受け入れなど、棚田を保全することに対する都市住民の理解が深まりつつある。しかし、棚田地域等においては、農業生産基盤や生活環境の整備の遅れ、高齢化・過疎化の進行等により耕作放棄地が増加することに伴う多面的機能の低下が懸念されるため、今後も農業を継続する意欲のある地域において、営農の継続を通じた棚田地域等の維持を図るため、平成１０年度に設置した棚田地域水と土保全基金の運用益等によって事業を実施する。

　◇基金造成額

　　　600,000千円（H10～H12）　国費1/3　県費2/3　※606,240千円（H25.3月末見込）

　◇対象地域
　　　1ha以上の団地を構成し、平均傾斜勾配1/20より急な農地で県の棚田マップに

　　記載された棚田及びこれに係る土地改良施設

　◇事業内容
　　　（１）保全ネットワーク推進事業

　　　　　都市住民等に保全活動への参加促進を図るための事業

　　　（２）保全活動推進事業

　　　　　住民組織が行う保全活動の推進を図るための事業

　　　（３）保全活動支援事業

　　　　　住民組織が行う保全活動に要した経費等の助成を行う事業
	２　所要経費


【全体事業費：5,200千円】

　（１）保全ネットワーク推進事業：［544千円］

　　　　・「ぎふの棚田２１選」PR事業：544千円

　（２）保全活動推進事業：［1,341千円］

　　　　・棚田保全組織の立ち上げ支援：176千円
　　　　・全国棚田サミットへの参加助成：131千円

　　　　・棚田保全組織座談会：195千円

　　　　・若い力で元気創出ふるさと支援事業：839千円

　（３）保全活動支援事業：［3,315千円］
　　　　・棚田保全活動支援補助金：3,315千円
	２月１日時点の査定額の考え方


 事業内容を精査し所要額を計上します。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,200
	0
	0
	0
	1,933
	0
	4,267
	0
	0

	要求額
	5,200
	0
	0
	0
	2,255
	0
	2,945
	0
	0

	２月1日時点
査定額
	4,900
	0
	0
	0
	2,255
	0
	2,645
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「ぎふの棚田２１選」認定地区を中心に、棚田の様々な役割や魅力についての県内外へのＰＲや、関係者への支援を実施、棚田保全活動組織を立ち上げ支援をすることにより、棚田地域の維持を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	棚田保全活動組織数
(ぎふ農業・農村基本計画)
	5団体
（H21）
	8団体
（H22）
	9団体
（H23）
	12団体
（H27）
	75.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）棚田保全組織の立ち上げ支援
　・三ヶ村・畑ヶ谷地区（郡上市）
（２）若い力で元気創出ふるさと支援事業
　・正ヶ洞棚田での大学生による保全活動への支援

（３）棚田保全組織による活動支援

　・保全活動を実施する７組織への支援


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　棚田保全組織の立ち上げ支援では、三ヶ村・畑ヶ谷地区において活動組織の設立に向けた検討や地域住民による保全活動への支援を行ったことにより、保全活動の組織化へ向けた意識の高揚が図られた。
また、若い力で元気創出ふるさと支援事業においては、正ヶ洞棚田での大学生が実施する保全活動への支援を行うことで、保全活動の活性化が図られ棚田地域の維持を図ることができる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	様々な機能を有する棚田の維持が図られるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成21年度の保全組織数5団体に比べ平成23年度は9団体へと増加しており、事業効果が現れている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	類似する事業の廃止、統合を行い経費の節減、事務の効率化を図った。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　棚田地域における高齢化や過疎化などにより、営農や棚田の保全管理への意欲の低下がより一層増すことが考えられ、耕作放棄地の増加など棚田地域の荒廃が懸念される。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「ぎふの棚田２１選」認定地区を重点的に支援し、組織の立ち上げを図っていくことで、棚田の持つ様々な機能の維持を促進する。


